
１．重要な会計方針

（１）　有価証券の評価基準及び評価方法

・ 満期保有目的の債券 ……… 償却原価法（定額法）によっている。

・ 満期保有目的の債券以外の有価証券

時価のあるもの ……… 期末日の市場価額等に基づく時価法によっている。

時価のないもの ……… 取得原価によっている。

（２）　固定資産の減価償却の方法

・ 建  　　  物 ……… 定額法による減価償却を実施している。

建物のうち 電気設備、空調・衛生設備、昇降機設備及びゴンドラ設備

……… 定率法（平成28年4月1日以降に取得した設備は定額

法）による減価償却を実施している。

・ 什 器 備 品 ……… 定額法による減価償却を実施している。

・ ソフトウエア ……… 定額法による減価償却を実施している。

・ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

……… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

による減価償却を実施している。

（３）　引当金・準備金の計上基準

・ 特別手当引当金 ……… 役職員に対する特別手当の支給に備えるため、支給

見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

・ 退職給付引当金 ……… 役職員の退職手当の支給に備えるため、規程に基づく

期末要支給相当額を計上している。

・ 普通責任準備金 ……… 当期末において火災共済期間未了の契約に係る次期

以降の契約責任の履行に備えるため、当期に収受した

掛金のうち次期以降の未経過期間に対応する掛金の

合計額を計上している。

・ 支　 払　 備　 金 ……… 当期末までに発生した災害に対する火災共済給付金

等の支払に備えるため、過去の実績、被災報告等から

推計した額を計上している。

・ 異常危険準備金 ……… 大規模又は多数の災害に対する火災共済給付金等の

支払に備えるため、当期の火災共済掛金の合計額に

0.05を乗じて得た額に加えて、過去の異常危険準備金

取崩額を限度として、当期の公益目的事業会計の他会

計振替前税引前当期一般正味財産増加額相当額を計

上している。
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（４）　消費税等の会計処理

・ 消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。

２．特定資産の増減額及びその残高

 特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　目

異常危険準備金資産

退職給付引当資産

減価償却引当資産

積立金資産

財政調整積立金資産

建物償却補填積立金資産

預り敷金資産

共済事業促進資産

合　　　計

３．特定資産の財源等の内訳

 特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物

什器備品

有形リース資産 12,253,957 9,962,758 2,291,199

合　　　　　計 416,568,045 237,360,751 179,207,294

科　　　　目
396,191,742 220,930,727 175,261,015

8,122,346 6,467,266 1,655,080

共済事業促進資産 500,000,000 (0) (500,000,000) (0)

合　　　計 3,306,355,641 (0) (1,033,950,021) (2,272,405,620)

建物償却補填積立金資産 39,028,454 (0) (39,028,454) (0)

預り敷金資産 47,691,320 (0) (0) (47,691,320)

財政調整積立金資産 141,925,364 (0) (141,925,364) (0)

減価償却引当資産 350,900,939 (0) (350,900,939) (0)

積立金資産 180,953,818 (0) (180,953,818) (0)

異常危険準備金資産 2,123,815,264 (0) (2,095,264) (2,121,720,000)

退職給付引当資産 102,994,300 (0) (0) (102,994,300)

3,756,208,817 68,702,180 518,555,356 3,306,355,641

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財産
　　　からの充当額）

（うち一般正味財産
　　　からの充当額）

　（うち負債に対応
　　　　　　　する額）

47,691,320 0 0 47,691,320

500,000,000 0 0 500,000,000

39,028,454 0 0 39,028,454

183,639,018 0 2,685,200 180,953,818

144,610,564 0 2,685,200 141,925,364

101,092,200 6,430,900 4,528,800 102,994,300

346,221,015 6,481,280 1,801,356 350,900,939

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
2,577,565,264 55,790,000 509,540,000 2,123,815,264



５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

宮城県公募公債34回1号

秋田県平成24年度第6回3号公債

秋田県平成26年度第1回4号公債

群馬県公募公債第12回

埼玉県平成23年度公債イ号

千葉県平成22年度第4回公募公債

東京都公募公債第691回

神奈川県第194回公募公債

福井県平成24年度第1回公募公債

福井県平成26年度第4回公募公債

長野県平成24年度第2回公募公債

岐阜県平成25年度1回公募公債

静岡県平成22年度第8回公募公債

愛知県平成23年度第4回公募公債

愛知県平成24年度第8回公募公債

京都府平成23年度第4回公募公債

京都府平成23年度第9回公募公債

大阪府第353回公募公債

兵庫県平成26年度第17回公募公債

岡山県平成24年度第2回公募公債

広島県平成22年度第6回公募公債

千葉市平成25年度第2回公募公債

新潟市平成27年度第1回公募公債

第80回地方公共団体金融機構

６．引当金・準備金の増減額及びその残高

 引当金・準備金の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

特別手当引当金

普通責任準備金

支払備金
普通支払備金

既発生未報告支払備金

仮払残支払備金

退職給付引当金

異常危険準備金

・　普通支払備金の 「当期減少額（その他）」は、火災共済給付金等の申請の取り下げ

　  による取崩額である。

4,162,791,2831,201,448,374 27,030,000

55,790,000 509,540,000 0 2,121,720,000

合　　　計 4,283,040,774 1,108,228,883

10,130,000 0 10,130,000 0

2,575,470,000

0

101,092,200 6,430,900 4,528,800 0 102,994,300

1,488,090,000 986,600,000 610,910,000 27,030,000 1,836,750,000

49,770,000 43,480,000 49,770,000 0 43,480,000

42,830,000 0 911,000 0 41,919,000

1,547,990,000 1,030,080,000 670,810,000 27,030,000 1,880,230,000

その他
15,658,574 15,927,983 15,658,574 0 15,927,983

科　　　目 前期末残高 当期増加額
当期減少額

当期末残高
目的使用

100,000,000 101,885,500 1,885,500

合　　　　　計 2,403,083,611 2,440,916,600 37,832,989

100,173,344 102,260,100 2,086,756

100,407,100 102,188,700 1,781,600

100,226,287 101,939,300 1,713,013

100,022,167 101,000,600 978,433

種　 類　 及　び　 銘　 柄 帳簿価額 時　　　価 評価損益
100,000,000 100,447,400 447,400

100,298,667 102,343,600 2,044,933

100,084,600 102,458,100 2,373,500

100,000,000 102,346,000 2,346,000

100,091,200 101,922,900 1,831,700

100,048,441 100,349,700 301,259

100,250,112 100,858,400 608,288

100,628,130 102,064,400 1,436,270

100,638,872 101,973,000 1,334,128

99,229,744 101,737,800 2,508,056

99,660,924 101,788,300 2,127,376

100,645,474 102,648,000 2,002,526

100,014,706 100,405,900 391,194

100,224,743 101,422,900 1,198,157

100,123,250 101,935,000 1,811,750

100,118,600 101,910,500 1,791,900

100,143,250 101,541,400 1,398,150

100,000,000 101,954,700 1,954,700

100,054,000 101,534,400 1,480,400



７．リース取引関係
 所有権移転外ファイナンス・リース取引

 リース資産の内容
その他固定資産

コンピュータ、コピー機、ソフトウェア等である。

８．税効果会計関係

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（単位：円）

金　　額

未払事業税

特別手当引当金

未払金

退職給付引当金

繰延税金資産

９．金融商品関係

（１） 金融商品に対する取組方針

　当法人は、主に公益目的事業の財源を確保するため、債券等により資産運用する。

また運用対象を理事会の承認額の範囲内で一部元本保証のないものへ拡大してい

る。

　なお、デリバティブ取引、為替リスクを含む金融商品での運用は行わない方針である。

（２） 金融商品の内容及びそのリスク

　投資有価証券は、債券であり、発行体の信用リスク、市場価格の変動リスクにさら

されている。また金銭信託及び投資信託は、不動産証券化商品の中の私募リートを

運用対象としたものであり、元本保証はなく不動産リートの投資リスクにさらされて

いる。

（３） 金融商品のリスクに係る管理体制

① 資産運用規程に基づく取引

 金融商品の取引は、当法人の「財産管理規程」及び「財産運用規則」に基づき

行う。

② 信用リスクの管理

 保有している債券は、主として地方債であり信用リスクは極めて低い。また一部

事業債を保有しているが、取得時及び保有にあたり発行体の状況を把握している。

③ 市場リスクの管理

 保有している債券は、主として地方債であり市場リスクは極めて低く、一部保有

している事業債とともに定期的に時価を把握している。

④　不動産リートの投資リスクの管理

　不動産証券化商品の中の私募リートを運用対象とした金銭信託については、

年２回の投資法人の決算にて基準価格と投資物件の運用状況を把握している。

　なお、必要に応じその結果を理事会へ報告することとしている。

科　　　目
147,000

19,000

6,000

299,000

127,000



１０．賃貸等不動産関係

（１）　賃貸等不動産の状況に関する事項

　当法人では、東京都において、収益事業に使用するため賃貸用のオフィススペース

（土地を含む。）を有している。

（２）　賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：円）

（注１）貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額である。

（注２）当期末の時価は、土地については固定資産税評価額に基づいて当法人で

算定した金額であり、建物については適正な帳簿価額である。

121,057,048 525,462,946

貸借対照表計上額 当期末の時価



附属明細書

１．特定資産の明細

財務諸表に対する注記２に記載している。　

２．引当金の明細

財務諸表に対する注記６に記載している。　
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